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１．事業概要 

 

（１） 事業名 

東京簡易裁判所墨田分室庁舎整備等事業 

 

（２） 公共施設等の管理者等 

 最高裁判所長官 町田 顯 

 （本事業に関する施設整備に係る事務の委任を受けた者  

   最高裁判所事務総局経理局長 大谷 剛彦 

  本事業に関する維持管理に係る事務の委任を受けた者 

東京地方裁判所長 金築 誠志） 

 

（３） 公共施設等の名称及び種類 

① 名称 

   東京簡易裁判所墨田分室庁舎 

② 種類 

庁舎（官公庁施設の建設等に関する法律（昭和 26 年法律第 181 号）

第２条第２項に定める庁舎） 

③ 入居官署 

   東京簡易裁判所，東京区検察庁道路交通部，警視庁交通捜査課 

 

（４） 事業場所 

東京都墨田区錦糸４－１６－７ 

 

（５） 事業内容 

ＰＦＩ事業（ＢＴＯ方式）による東京簡易裁判所墨田分室庁舎の設計，

建設，工事監理及び維持管理業務（既存庁舎の解体工事を含む。） 

 

（６） 事業期間 

事業契約の締結の日から平成２９年３月３１日まで（約１３年間） 

 

（７） 事業の実施 

 落札者は，基本協定書の定めるところにより本事業の実施のみを目的

とする商法上の株式会社を設立し，事業契約を締結して事業を実施する。 

 

２．経緯 

 

民間事業者選定までの主な経緯は以下のとおりである。 

 

実施方針の公表          平成１６年 ４月１９日 

特定事業の選定，公表       平成１６年 ６月１４日 

入札公告             平成１６年 ７月２３日 

第一次審査資料の受付期間     平成１６年 ７月２６日 

                ～平成１６年 ８月２７日 

第一次審査結果の通知       平成１６年 ９月 ６日 

入札書及び第二次審査資料の提出  平成１６年１１月１２日 

開札及び落札者の決定       平成１６年１２月２１日 
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３．事業者選定方法 

 

（１） 事業者選定方法 

東京簡易裁判所墨田分室庁舎整備等事業（以下「本事業」という。）

を実施する選定事業者には，ＰＦＩや施設の建設，維持管理の専門的な

知識やノウハウが求められるため，落札者の決定にあたっては，価格及

びその他の条件によって落札者を決定する総合評価落札方式を採用した。        

また，審査は第二次審査に進むための競争参加希望者の資格，実績等

の有無を判断する「第一次審査」と，入札参加者の提案内容等を審査す

る「第二次審査」の二段階に分けて実施した。 

 

（２） 事業者選定の体制 

総合評価落札方式を実施するにあたり，専門的見地からの意見を参考

とするために，「東京簡易裁判所墨田分室庁舎整備等事業有識者等委員

会」（以下「有識者等委員会」という。）を設置した。 

有識者等委員会は，各提案について作成した得点案を最高裁判所に報

告し，最高裁判所はこれを受けて得点を決定し，総合評価落札方式によ

り落札者を決定した。 

 

（３） 有識者等委員会 

① 審査事項 

 有識者等委員会は，本事業の総合評価に関するもののうち，事業者

を選定するための審査基準，入札参加者から提出された第二次審査書

類の評価について審議を行った。 

② 構成 

有識者等委員会の委員構成は以下のとおりである。 

 

委員長 安藤正雄（千葉大学工学部デザイン工学科教授） 

委 員 木村琢麿（千葉大学大学院専門法務研究科助教授） 

    野城智也（東京大学生産技術研究所教授） 

    光多長温（鳥取大学地域学部教授） 

 

③ 有識者等委員会の開催経緯 

 有識者等委員会の開催経緯は以下のとおりである。 

第１回有識者等委員会 平成１６年 ４月 ５日 

第２回有識者等委員会 平成１６年 ５月２５日 

第３回有識者等委員会 平成１６年１１月２６日 

第４回有識者等委員会 平成１６年１２月 ３日 

第５回有識者等委員会 平成１６年１２月１０日 

第６回有識者等委員会 平成１７年 ３月１５日 
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４．第一次審査 

 

（１） 第一次審査の概要 

第一次審査は，第二次審査のための提案等を行う入札参加者として適

正な資格と必要な能力があると認められるに値する実績を有するかを審

査するものであり，競争参加者が入札説明書に示す資格，実績等の要件

を満たしているかどうかを審査するものである。なお，競争参加資格要

件の詳細については，入札公告を参照されたい。 

 

（２） 応募状況 

平成１６年８月２７日までに５グループの応募があり，全グループに

ついて競争参加資格があることが確認され，平成１６年９月６日に通知

した。 

参加資格が確認されたグループは（３）のとおりである。 

 

（３） 参加資格確認グループ（グループ名の五十音順） 

安藤建設グループ 

 代表企業 ：安藤建設（株） 

 構成員  ：伊藤忠アーバンコミュニティ（株）， 

       （株）東畑建築事務所，（株）協和エクシオ， 

（株）朝日工業社，綜合警備保障（株） 

 

大林組グループ 

 代表企業 ：（株）大林組 

 構成員  ：（株）久米設計，ダイダン（株）， 

       東京ビジネスサービス（株） 

 

鴻池組グループ 

 代表企業 ：（株）鴻池組 

 構成員  ：（株）相和技術研究所，日比谷総合設備（株）， 

       東京互光（株） 

 

新日本製鐵グループ 

 代表企業 ：新日本製鐵（株） 

 構成員  ：（株）梓設計，（株）関電工，（株）ユアテック， 

       高砂熱学工業（株），日本管財（株） 

 

鉄建グループ 

 代表企業 ：鉄建建設（株） 

 構成員  ：（株）佐藤総合計画，（株）新井組， 

       日本電設工業（株），（株）西原衛生工業所， 

       （株）ハリマビステム，（株）東日本環境アクセス 
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５．第二次審査 

 

（１） 第二次審査の概要 

第二次審査は，総合評価落札方式により民間事業者を選定するため，

入札参加者が策定した事業計画の提案内容を評価するものである。 

第二次審査の手順は下記のとおりである。 

① 事業提案審査 

ア 必須項目審査 

 事業提案が業務要求水準（必須項目）をすべて充足しているか

について審査を行い，審査結果において事業提案がすべての要求

水準（必須項目）を充足している場合は適格とし，一項目でも充

足しないもしくは記載のない場合は不採用とする。なお，適格者

については，基礎点６００点を付与する。 

イ 加点項目審査 

 事業提案のうち最高裁判所が特に重視する項目（加点項目）に

ついて，その提案が優れていると認められるものについては，そ

の程度に応じて加算点を付与する。なお，その審査は有識者等委

員会において行う。また，加算点は全体で４００点満点である。 

② 開札 

最高裁判所は，採用となった事業計画を提案した入札参加者によ

る入札価格と予定価格を比較し，入札価格が予定価格の範囲内にあ

る提案について総合評価を行う。 

なお，開札した全ての入札価格が予定価格を超えている場合は，

入札参加者が策定した事業提案の変更を行った上で，再度入札を行

う。 

③ 総合評価 

 ①の事業提案審査による確定案の得点及び②の予定価格の範囲内

の入札価格をもとに総合評価を実施し，落札者を決定する。同点の

場合にはくじにより落札者を決定する。 

 

（２） 提案審査（必須項目審査） 

 必須項目について，事業提案の内容が要求水準を充足しないことがな

いかどうか審査を行った結果，応募グループの全てを適格者と判断し，

基礎点６００点を付与した。 

 

（３） 事業提案審査（加点項目審査） 

① 審査基準 

加点項目審査では，提案内容が業務要求水準（必須項目）を充足し，

最高裁判所が特に重視する要求水準項目（加点項目）について，優れ

た内容であるかどうかの審査を行う。 

各加点項目の詳細については，入札説明書別紙１の東京簡易裁判所

墨田分室庁舎整備等事業に関する事業者選定基準を参照されたい。 

② 加点項目の審査結果 

審査基準に基づき，有識者等委員会において加点項目の審査を行っ

た。 

なお，各委員が専門的な見地からそれぞれの提案内容の評価につい

て意見を交換し，委員会の総意で採点を行った。 
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施設整備に関する計画 

 

加点項目 
加点項目の評

価のポイント 

配

点 

安藤建設 

グループ 

大林組 

グループ 

鴻池組 

グループ 

新日本製鐵

グループ 

鉄建 

グループ 

周辺環境

との調和

が図られ

ていると

ともに近

隣住民か

ら親しま

れる外部

空間 

周辺環境との

調和が図られ

ているととも

に近隣住民か

ら親しまれる

外部空間を実

現するための

課題設定の適

切さと当該課

題を克服する

ための対応の

合理性 

40 16 6 6 10 34 

来庁者特

性に応じ

た合理的

な動線と

なる最適

な諸室の

配置 

来庁者特性に

応じた合理的

な動線となる

最適な諸室の

配置を実現す

るための課題

設定の適切さ

と当該課題を

克服するため

の対応の合理

性 

140 35 0 14 42 133 

将来的な

司法需要

の変化に

柔軟に対

応できる

ような調

停室のた

めの空間 

将来的な司法

需要の変化に

柔軟に対応で

きるような調

停室のための

空間を実現す

るための課題

設定の適切さ

と当該課題を

克服するため

の対応の合理

性 

100 30 0 0 35 70 

小計 280 81 6 20 87 237 

 

 

維持管理に関する計画 

 

加点項目 
加点項目の評

価のポイント 

配

点 

安藤建設 

グループ 

大林組 

グループ 

鴻池組 

グループ 

新日本製鐵

グループ 

鉄建 

グループ 

事業期間

終了後に

おいても

最適な維

持管理を

継続でき

る維持管

理方法 

事業期間終了

後においても

最適な維持管

理業務を継続

するための課

題設定の適切

さ及び当該課

題を克服する

ための合理性 

40 0 6 0 16 30 

小計 40 0 6 0 16 30 
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事業主体に関する計画 

 

加点項目 
加点項目の評

価のポイント 

配

点 

安藤建設 

グループ 

大林組 

グループ 

鴻池組 

グループ 

新日本製鐵

グループ 

鉄建 

グループ 

事業者の設立

及び経営体制

の構築に際し

ての課題設定

の適切さ及び

当該課題を克

服するための

対応の合理性 

20 15 14 14 14 14 

実施体制の構

築に際しての

課題設定の適

切さ及び当該

課題を克服す

るための対応

の合理性 

20 8 15 8 15 15 

安定した財務

体質に資する

資金調達を実

現するための

課題設定の適

切さ及び当該

課題を克服す

るための対応

の合理性 

20 4 14 13 15 13 

事業期間

にわたり

責任ある

対応を継

続できる

事業主体 

安定した財務

体質に資する

財務管理の体

制及び方法を

実現するため

の課題設定の

適切さ及び当

該課題を克服

するための対

応の合理性 

20 6 12 10 12 14 

小計 80 33 55 45 56 56 

合計 400 114 67 65 159 323 

 

（４） 得点 

 有識者等委員会の審査結果を受け，最高裁判所は入札参加者の得点

（基礎点＋加算点）を以下のとおり決定した。 

安藤建設グループ 

 ６００＋１１４ ［７１４点］ 

大林組グループ 

 ６００＋ ６７ ［６６７点］ 

鴻池組グループ 

 ６００＋ ６５ ［６６５点］ 

新日本製鐵グループ 

 ６００＋１５９ ［７５９点］ 

鉄建グループ 

 ６００＋３２３ ［９２３点］ 

6 



 

（５） 開札・総合評価 

平成１６年１２月２１日に開札・総合評価を実施した。 

結果は下表のとおりであり，鉄建グループを落札者として決定した。 
 

応募グループ（50音
順） 

得点 
 

（Ｘ） 

入札価格 
（億円） 
（Ｙ） 

評価値 
 

（Ｘ／Ｙ） 

総合

順位 

安藤建設グループ 714 22.80179695 31.31 ２ 

大林組グループ 667 28.89682000 23.08 ５ 

鴻池組グループ 665 23.72178167 28.03 ３ 

新日本製鐵グループ 759 27.61924912 27.48 ４ 

鉄建グループ 923 25.57309774 36.09 １ 

（※得点及び評価値は小数点以下２桁までの表記） 
 

（６） ＶＦＭ評価 

「ＶＦＭ」（Value For Money）とは，一般に「支払いに対して最も価

値の高いサービスを供給する」という考え方であり，ＶＦＭの評価につ

いては，「ＰＳＣ」（公共が自ら実施した場合の事業期間全体を通じた

公的財政負担の見込額の現在価値）と「ＰＦＩ事業のＬＣＣ」（ＰＦＩ

事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額

の現在価値）を比較して行う。 

今回のＶＦＭ評価においては，ＰＳＣについては特定事業の選定にお

いて算定したものを使用した。その結果，約 30％のＶＦＭがあることが

確認された。 
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６．審査講評 

（１）総評 

本事業は，新庁舎における司法サービスの特性に即した機能及び性能

を現在及び将来にわたり保持できるような裁判所庁舎と，その維持管理

方法の調達に際し，民間の資金，経営能力及び技術的能力を活用し，新

庁舎の効率的かつ効果的な建設，維持管理及び運営の実現を図ることを

目的としている。 

このため，最高裁判所は入札説明書別紙１の事業者選定基準７頁に示

したように，特に以下の点を重視した計画の提案を民間事業者に求めた。 

 

①  周辺環境との調和が図られているとともに近隣住民から親しまれ

る外部空間が計画されていること。 

②  来庁者特性に応じた合理的な動線となる最適な諸室の配置が計画

されていること。 

③  将来的な司法需要の変化に柔軟に対応できるような調停室の空間

が建築面及び設備面の双方から合理的に計画されていること。 

④  事業期間終了後においても最高裁判所が最適な維持管理を継続で

きるような維持管理方法が計画されていること。 

⑤  事業期間にわたる責任をもった対応が図られる事業主体と実施体

制が構築されていること。 

 

その結果，上記の①から③の対象となる施設整備に関する計画と，上

記の④の対象となる維持管理に関する計画についての提案内容には，応

募グループによって大きな差異が認められた。 

 

まず，施設整備に関する計画については，要求水準を満たすのみでそ

れ以上の工夫があまり見られないものと，熟慮された提案が盛り込まれ

たものとに大きく分かれた。裁判所庁舎は，特に上記の②及び③におい

て，通常の事務庁舎と異なる特徴を有している。これらの要請をいかに

調整して提案にまとめあげるのかという点において，各グループの提案

の間には大きな較差が見られた。その中で，提案性が高くかつそれが有

効と認められた案を高く評価した。 

 

次に，維持管理に関する計画については，事業期間経過後の施設保全

についても意を用いていると認められるものとそうでないものがあり，

前者の提案内容を高く評価した。 

 

最後に事業主体に関する計画については，各コンソーシアムとも施設

整備及び維持管理という事業遂行に必要な各分野の企業を構成員とし，

代表企業の統括のもと各構成員が各々の役割について責任を持つ体制が

取られており，事業期間にわたって責任ある対応を継続できる提案であ

った。 

 

以上を踏まえ，各グループごとの提案内容の特徴を総括すると次のと

おりである。 
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グループ名 提案内容の特徴 

安藤建設 

グループ 

全体として要求水準に忠実な提案ではあるが，それを超

える工夫を加えた部分が見られない提案であった。

  

大林組 

グループ 

いくつかの部分について工夫をした提案を試みてはいる

が，施設面については提案内容として十分にまとめきれ

ていないために多くの課題が残る提案であった。 

鴻池組 

グループ 

要求水準を満たした提案ではあるが工夫に欠けており，

提案内容全体として十分にまとめきれていない提案であ

った。 

新日本製鐵 

グループ 

要求水準を満たした上で，本事業において特に重視され

る点に対して積極的に工夫がなされているものの，その

有効性に疑問の残る部分も見受けられる提案であった。 

鉄建 

グループ 

要求水準を満たした提案であるとともに，本事業におい

て特に重視される点に対して的確な対応が図られた完成

度の高い提案であった。 
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（２）個別講評 

安藤建設グループ 

 

施設整備に関する計画 

周辺環境との

調和が図られ

ているととも

に近隣住民か

ら親しまれる

外部空間 

周辺環境との調

和が図られてい

るとともに近隣

住民から親しま

れる外部空間を

実現するための

課題設定の適切

さと当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 建物の中層から上層階において東側敷地

境界からの間隔を設けるなどの近隣環境へ

の配慮，施設低層部に連続庇を設けること

による近景のデザインへの配慮は見られる

が，周辺環境との調和について高く評価す

るには至らなかった。 

来庁者特性に

応じた合理的

な動線となる

最適な諸室の

配置 

来庁者特性に応

じた合理的な動

線となる最適な

諸室の配置を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 少年違反者のプライバシー保護に関する

特性をふまえ，近隣住民からの視線を遮る

観点から少年違反者の入口を公道沿いに設

ける提案については評価できるが，その他

については要求水準どおりの計画内容であ

り，加点評価すべき工夫は見られない。 

将来的な司法

需要の変化に

柔軟に対応で

きるような調

停室のための

空間 

将来的な司法需

要の変化に柔軟

に対応できるよ

うな調停室を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 全体として要求水準を大きく越える調停

室面積を確保していることは評価できる

が，調停室の間口が狭く，備品のレイアウ

トを含め，申立人と相手方が調停を行う際

に十分な空間の実現を図ることには難があ

る。 

 

維持管理に関する計画 

事業期間終了

後においても

最適な維持管

理業務を継続

できる維持管

理方法 

事業期間終了後

においても最適

な維持管理業務

を継続するため

の課題設定の適

切さと当該課題

を克服するため

の合理性 

 要求水準以上の特段の工夫が見られない

提案内容である。事業期間中の修繕予算が

少ない傾向にあり，事業期間終了後の施設

保全に難がある。 
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事業主体に関する計画 

事業者の設立及

び経営体制の構

築に際しての課

題設定の適切さ

及び当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 代表企業リード型の株主構成であり，役

員構成もバランスがとれた経営体制の事業

者であると評価できる。また，自己資本の

厚みは評価できる。 

実施体制の構築

に際しての課題

設定の適切さ及

び当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 各構成員の役割と責任が適切に分担され

た実施体制が構築されているものの工事監

理業務及び修繕業務の適正かつ確実な業務

遂行に課題が残る。 

安定した財務体

質に資する資金

調達を実現する

ための課題設定

の適切さと当該

課題を克服する

ための対応の合

理性 

 安定した財務体質に資する資金調達を実

現するための工夫に欠けており，その有効

性を評価するには至らなかった。 

事業期間にわ

たり責任ある

対応を継続で

きる事業主体 

安定した財務体

質に資する財務

管理の体制及び

方法を実現する

ための課題設定

の適切さ及び当

該課題を克服す

るための対応の

合理性 

 安定した財務体質に資する財務管理の体

制及び方法が計画されているが，収支計画

に余裕がなく，不測の事態による資金不足

時の対応には難がある。 
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大林組グループ 

 

施設整備に関する計画 

周辺環境との

調和が図られ

ているととも

に近隣住民か

ら親しまれる

外部空間 

周辺環境との調

和が図られてい

るとともに近隣

住民から親しま

れる外部空間を

実現するための

課題設定の適切

さと当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 建物の中層から上層階において東側敷地

境界からの間隔を設け，施設南側及び西側

の歩道状空地，敷地北側の一般車両通行禁

止区域をピロティとするなどの対応が提案

されているものの，北側敷地境界からの間

隔が狭く，近隣環境への配慮などを含めた

周辺環境との調和について有効であると評

価するには至らなかった。 

来庁者特性に

応じた合理的

な動線となる

最適な諸室の

配置 

来庁者特性に応

じた合理的な動

線となる最適な

諸室の配置を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 計画面積及び諸室の配置などについて，

様々な課題が残る提案内容である。 

 その一つとしては，調停部門エントラン

ス兼待合スペースと受付相談センターが離

れて計画されており，一体的な空間が形成

されていない点が挙げられる。また，調停

部門において，申立人待合室と相手方待合

室とが近くに配置されていること，各階エ

レベーターホールに調停室が直接面してい

ること，近隣にある事務所との位置関係に

おいて調停室と当該事務所との見合いの解

消が難しいことなど，不測の事態及びプラ

イバシーへの配慮に難がある。 

将来的な司法

需要の変化に

柔軟に対応で

きるような調

停室のための

空間 

将来的な司法需

要の変化に柔軟

に対応できるよ

うな調停室を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 調停室ゾーンと職員業務ゾーンが明確に

分離されていない。更に，調停室を西側及

び南側に列状配置しているため，特に西側

において，将来的なレイアウト変更等に難

がある。 

 

維持管理に関する計画 

事業期間終了

後においても

最適な維持管

理業務を継続

できる維持管

理方法 

事業期間終了後

においても最適

な維持管理業務

を継続するため

の課題設定の適

切さと当該課題

を克服するため

の合理性 

 人的警備の充実，駐車場ゲートの設置

等，警備業務において工夫がなされている

ものの，セキュリティレベルゾーニングの

設定に課題が残る。 

 桜を中心とする屋上緑化の提案について

はメンテナンスに課題が残る。 
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事業主体に関する計画 

事業者の設立及

び経営体制の構

築に際しての課

題設定の適切さ

及び当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 代表企業リード型の株主構成であり，役

員構成もバランスがとれた経営体制の事業

者であると評価できる。 

実施体制の構築

に際しての課題

設定の適切さ及

び当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 各構成員の役割と責任が適切に分担され

ており，維持管理期間中に総括代理人が常

駐する態勢をとる点が評価できる。 

安定した財務体

質に資する資金

調達を実現する

ための課題設定

の適切さと当該

課題を克服する

ための対応の合

理性 

 安定した財務体質に資する資金調達を実

現するための工夫がなされていると評価で

きる。 

事業期間にわ

たり責任ある

対応を継続で

きる事業主体 

安定した財務体

質に資する財務

管理の体制及び

方法を実現する

ための課題設定

の適切さ及び当

該課題を克服す

るための対応の

合理性 

 安定した財務体質に資する財務管理の体

制及び方法が計画されており，キャッシュ

リザーブの水準も十分な収支計画となって

いると評価できる。 
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鴻池組グループ 

 

施設整備に関する計画 

周辺環境との

調和が図られ

ているととも

に近隣住民か

ら親しまれる

外部空間 

周辺環境との調

和が図られてい

るとともに近隣

住民から親しま

れる外部空間を

実現するための

課題設定の適切

さと当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 東側敷地境界から適切な間隔をとること

による近隣環境への配慮や歩道状空地の提

供等が提案されており，多様なデザインモ

チーフを取り込んだ外観デザイン計画が提

案されているものの，周辺環境との調和に

ついて有効であると評価するには至らなか

った。 

来庁者特性に

応じた合理的

な動線となる

最適な諸室の

配置 

来庁者特性に応

じた合理的な動

線となる最適な

諸室の配置を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 動線計画について，交通部門を一方通行

となるように計画し，職員通用口を設ける

などの工夫が評価できるものの，施設全体

のゾーニングとしては交通部門と調停部門

が明確に分離されていない部分があるなど

の課題が残る。 

 また，光庭を設ける提案がなされている

が，交通部門における動線上の支障となる

可能性があること，調停部門エレベーター

ホールにおいて客溜りのための充分なスペ

ースが確保されていないこと，事務室内部

の柱については入居官署の業務遂行に支障

を来す可能性があることなどの課題が残

る。 

将来的な司法

需要の変化に

柔軟に対応で

きるような調

停室のための

空間 

将来的な司法需

要の変化に柔軟

に対応できるよ

うな調停室を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 調停室のフレキシビリティについて，完

全回廊プランとして機能維持・動線確保を

図ろうとする意図は見受けられる。しか

し，平面計画と構造計画が十分に擦り合せ

られていないことから柱位置に工夫が無

く，将来的な変化への対応等に難がある。 

 

維持管理に関する計画 

事業期間終了

後においても

最適な維持管

理業務を継続

できる維持管

理方法 

事業期間終了後

においても最適

な維持管理業務

を継続するため

の課題設定の適

切さと当該課題

を克服するため

の合理性 

 要求水準以上の特段の工夫が見られない

提案内容である。事業期間中の修繕予算が

少ない傾向にあり，事業期間終了後の施設

保全に難がある。 
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事業主体に関する計画 

事業者の設立及

び経営体制の構

築に際しての課

題設定の適切さ

及び当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 代表企業を中心とした株主構成であり，

役員構成についてもバランスがとれた経営

体制の事業者であると評価できる。 

実施体制の構築

に際しての課題

設定の適切さ及

び当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 各構成員の役割と責任が適切に分担され

た実施体制が構築されているもののリスク

対応や修繕業務などの適正かつ確実な業務

遂行に課題が残る。 

安定した財務体

質に資する資金

調達を実現する

ための課題設定

の適切さと当該

課題を克服する

ための対応の合

理性 

 安定した財務体質に資する資金調達を実

現するために適切な対応がとられていると

評価できる。 

事業期間にわ

たり責任ある

対応を継続で

きる事業主体 

安定した財務体

質に資する財務

管理の体制及び

方法を実現する

ための課題設定

の適切さ及び当

該課題を克服す

るための対応の

合理性 

 安定した財務体質に資する財務管理の体

制及び方法が計画されているが，収支計画

にやや余裕がなく，不測の事態による資金

不足時における株主の対応に課題が残る。 
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新日本製鐵グループ 

 

施設整備に関する計画 

周辺環境との

調和が図られ

ているととも

に近隣住民か

ら親しまれる

外部空間 

周辺環境との調

和が図られてい

るとともに近隣

住民から親しま

れる外部空間を

実現するための

課題設定の適切

さと当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 施設外観における積極的な緑化や歩道状

空地の提供等の様々な工夫をこらした対応

が提案されているものの，壁面緑化のメン

テナンスデッキの張り出しが隣地へ圧迫感

を与える可能性もあり，それぞれの工夫が

周辺環境との調和について有効であると評

価するには至らなかった。 

来庁者特性に

応じた合理的

な動線となる

最適な諸室の

配置 

来庁者特性に応

じた合理的な動

線となる最適な

諸室の配置を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 交通部門と調停部門との明確な分離が図

られており，交通部門職員通用口を設け，

ＳＰＣ関連諸室を通用口付近に配置するな

どの工夫は評価できる。ただし，身柄拘束

者と職員の動線の重複が発生しているこ

と，駐車場における少年違反者と身柄拘束

者の動線上の見合いが発生する可能性があ

ることなどについては，構造面を含めた修

正を要し，難がある。 

 また，調停部門においては，相手方待合

室がエレベーターホールに直面している

点，夜間調停室の配置の点に難がある。 

将来的な司法

需要の変化に

柔軟に対応で

きるような調

停室のための

空間 

将来的な司法需

要の変化に柔軟

に対応できるよ

うな調停室を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 調停室のフレキシビリティについて，完

全回廊プランとして機能維持・動線確保を

図り，全体として要求水準を越える調停室

面積の確保をしているが，ゾーニングや調

停室の居住性への配慮に工夫が欠けてい

る。 

 

維持管理に関する計画 

事業期間終了

後においても

最適な維持管

理業務を継続

できる維持管

理方法 

事業期間終了後

においても最適

な維持管理業務

を継続するため

の課題設定の適

切さと当該課題

を克服するため

の合理性 

 事業期間終了後に配慮し，マニュアル類

の充実策が提案されている。省エネルギー

管理について，事業期間終了後にも配慮

し，その有効性が評価できる。 

 ハード面においては，給水方式の工夫に

よる受水タンクを不要とする計画は評価で

きる。 
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事業主体に関する計画 

事業者の設立及

び経営体制の構

築に際しての課

題設定の適切さ

及び当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 代表企業を中心とした株主構成であり，

役員構成についてもバランスがとれた経営

体制の事業者であると評価できる。 

実施体制の構築

に際しての課題

設定の適切さ及

び当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 各構成員の役割と責任が適切に分担され

ており，維持管理期間中の保険の付保につ

いて評価できる。 

安定した財務体

質に資する資金

調達を実現する

ための課題設定

の適切さと当該

課題を克服する

ための対応の合

理性 

 安定した財務体質に資する資金調達を実

現するための工夫がこらされており，発注

者，事業者及び融資機関の三者における適

切な関係の構築が意図されていると評価で

きる。 

事業期間にわ

たり責任ある

対応を継続で

きる事業主体 

安定した財務体

質に資する財務

管理の体制及び

方法を実現する

ための課題設定

の適切さ及び当

該課題を克服す

るための対応の

合理性 

 安定した財務体質に資する財務管理の体

制及び方法が計画されており，キャッシュ

リザーブの水準も十分な収支計画となって

いると評価できる。 
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鉄建グループ 

 

施設整備に関する計画 

周辺環境との

調和が図られ

ているととも

に近隣住民か

ら親しまれる

外部空間 

周辺環境との調

和が図られてい

るとともに近隣

住民から親しま

れる外部空間を

実現するための

課題設定の適切

さと当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 東側敷地境界との間に適切な間隔を設

け，駐車場部分では東側壁面から大きな庇

の上まで緑化するなどの効果的な対応が提

案されている。また，施設低層部に連続庇

を設けることにより，ヒューマンスケール

と近景のデザインへの配慮がなされ，江戸

博物館や北斎通りといった地域特性から抽

出された「和」のモチーフが，端正で品の

良い外観デザインに結びついており，周辺

環境との調和について高く評価できる。 

来庁者特性に

応じた合理的

な動線となる

最適な諸室の

配置 

来庁者特性に応

じた合理的な動

線となる最適な

諸室の配置を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 要求水準以上の合理的な動線計画である

だけでなく，諸室における居住性の向上ま

でもが図られた優れた提案である。 

 地下 1階を交通部門のみとし，交通部門

と調停部門との明確な分離が図られ，交通

部門において専用階段を設けていることが

来庁者にわかりやすい動線計画として評価

できる。駐車場において少年違反者と身柄

拘束者の動線上の見合いが発生する可能性

がある点は，唯一工夫の見られないところ

であるが，容易に修正可能であり，身柄拘

束者動線と一般来庁者の動線が交差しない

よう区画が整理されているなど来庁者特性

にも十分に配慮した動線計画として評価で

きる。また，十分な大きさの光庭等によっ

て，調停部門の全ての事務室及び調停室に

おける自然採光を可能とし，事務室も全体

的に整形に取る計画となっており，居住性

の向上までもが図られていることから，優

れた提案として評価できる。 

将来的な司法

需要の変化に

柔軟に対応で

きるような調

停室のための

空間 

将来的な司法需

要の変化に柔軟

に対応できるよ

うな調停室を実

現するための課

題設定の適切さ

と当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 調停室のフレキシビリティについて，完

全回廊プランとして機能維持・動線確保を

図っていることは評価できる。さらに，柱

位置の工夫，光庭の設置により，調停部門

全体の拡張性が高められているだけでな

く，調停室のための空間としての居住性の

向上が図られた優れた提案として評価でき

る。ただし，将来，部屋の規模・用途の変

更に際しては，空調ダクト等の敷設スペー

スに関して配慮を要する。 
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維持管理に関する計画 

事業期間終了

後においても

最適な維持管

理業務を継続

できる維持管

理方法 

事業期間終了後

においても最適

な維持管理業務

を継続するため

の課題設定の適

切さと当該課題

を克服するため

の合理性 

 事業期間終了後に配慮し，来庁者及び職

員等のニーズを反映したガイダンス類の充

実策が提案されており，事業期間終了後の

省エネルギー管理にも配慮し，その有効性

が評価できる。 

 ハード面においては，給水方式の工夫に

よる受水タンクの不設置，さらに駐車管理

システムの導入等の様々な工夫は評価でき

る。 

 

事業主体に関する計画 

事業者の設立及

び経営体制の構

築に際しての課

題設定の適切さ

及び当該課題を

克服するための

対応の合理性 

 代表企業を中心とした株主構成であり，

役員構成についてもバランスがとれた経営

体制の事業者であると評価できる。 

実施体制の構築

に際しての課題

設定の適切さ及

び当該課題を克

服するための対

応の合理性 

 各構成員の役割と責任が適切に分担され

ており，維持管理期間中に維持管理業務責

任者が常駐する態勢をとる点が評価でき

る。 

安定した財務体

質に資する資金

調達を実現する

ための課題設定

の適切さと当該

課題を克服する

ための対応の合

理性 

 安定した財務体質に資する資金調達を実

現するために適切な対応がとられていると

評価できる。 

事業期間にわ

たり責任ある

対応を継続で

きる事業主体 

安定した財務体

質に資する財務

管理の体制及び

方法を実現する

ための課題設定

の適切さ及び当

該課題を克服す

るための対応の

合理性 

 安定した財務体質に資する財務管理の体

制及び方法が計画されており，修繕費の取

り扱いについても工夫がみられ，キャッシ

ュリザーブの水準も十分な収支計画となっ

ていると評価できる。 
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（参考）落札者の提案概要 

 

構造：鉄筋コンクリート造 

建物規模：地上６階・地下１階 

延べ面積：約８，０５０㎡ 

 

落札者の提案イメージ図 

 

 
 

※本図は参考資料として提示されたものであり，実際の建築イメージとは異なる場

合がある。 
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